
 

 

 書式第１２号（法第２８条関係） 
 
 
 

令和６年 度  事 業 報 告 書 
 

令和6年 4月1日から    令和7年 3月 31日まで 
  
 特定非営利活動法人 日本公共利益研究所  
 
 １ 事業の成果 
・政策リテラシー事業、各種調査報告などで、着実に結果を残した。 
・執筆やメディアに多数出演、政治資金改革運動で38000もの署名を集めた。 
 
 ２ 事業の実施に関する事項 
 
 （１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 

 政策分析・評

価・検証など

の研究活動 
 

研究会を開催、研究開発、
日本評価学会第25回全国大
会にて参加 

随時 研 究 所 会 議
室。早稲田大
学、港区会議
室 

2人 10人 
 

44 

政策分析・評

価・検証など

の実践活動 
 

政策分析・評価・検証など

のレポート・論文作成 

自治体財政分析・シミュレ

ーション、イベント参加・

協力など 

1随時 研 究 所 会 議
室、尼崎市、
和歌山市、橋
本市、加古川
市 

3人 5人 5 

       

 
 （２）その他の事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

事業費の 
金額 

（千円） 

 

      

  


